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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

４ 純資産額の算定にあたり、第146期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第144期中 第145期中 第146期中 第144期 第145期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 64,268 62,194 67,588 130,291 130,441

経常利益 (百万円) 2,804 3,120 5,095 6,651 7,730

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) △214 1,777 1,832 3,157 3,470

純資産額 (百万円) 58,710 64,498 68,880 62,128 67,200

総資産額 (百万円) 157,416 160,627 163,068 162,904 159,310

１株当たり純資産額 (円) 237.29 260.79 271.34 251.16 271.75

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(円) △0.87 7.19 7.41 12.76 14.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.3 40.2 41.1 38.1 42.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,923 591 2,783 11,092 △ 1,595

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,281 △ 4,787 △ 1,606 △ 4,487 443

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,677 △ 4,768 1,858 △ 4,360 △ 6,148

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 21,291 14,691 19,496 23,570 16,398

従業員数
 

 (名)
3,918 3,891 3,627 3,908 3,804



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

４ 純資産額の算定にあたり、第146期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。 

  

回次 第144期中 第145期中 第146期中 第144期 第145期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 39,404 36,903 40,828 78,298 78,053

経常利益 (百万円) 1,395 1,032 2,823 3,516 3,631

中間(当期) 純利益 
又は中間純損失(△)

(百万円) △873 495 71 1,014 1,237

資本金 (百万円) 19,699 19,699 19,699 19,699 19,699

発行済株式総数 (千株) 247,677 247,677 247,677 247,677 247,677

純資産額 (百万円) 55,966 58,709 58,286 58,033 59,932

総資産額 (百万円) 119,118 118,889 118,053 121,550 116,590

１株当たり純資産額 (円) 226.19 237.38 235.73 234.61 242.35

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(円) △3.53 2.00 0.29 4.10 5.00

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.0 3.0

自己資本比率 (％) 47.0 49.4 49.4 47.7 51.4

従業員数 (名) 1,955 1,895 1,487 1,927 1,717



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重

要な変更はない。 

 なお、当中間連結会計期間における主な関係会社の異動は以下の通りである。 

 建材事業 

 前連結会計年度まで非連結子会社であったホームインサル㈱は、重要性が増したため当中間連結会計期

間より連結子会社とした。  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員である。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員である。 

２ 従業員が当中間会計期間において２３０人減少しているが、その主な理由は、事業構造改革に伴う早期退

職、転籍によるものである。 

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維事業 537

建材事業 958

グラスファイバー事業 1,421

不動産・サービス事業 19

その他の事業 506

全社(共通) 186

合計 3,627

従業員数(名) 1,487



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 ①当中間連結会計期間の概況 

当中間期におけるわが国経済は、企業業績の改善を背景に民間設備投資が増加し、また個人消費も堅

調に推移するなど、原油価格高騰の長期化等の懸念材料を抱えつつも、緩やかな回復基調を持続した。

 繊維業界は、「クールビズ」の浸透効果は見られたものの、天候不順の影響により夏物衣料の消費が

伸び悩むなど全体的に低調に推移した。 

 建材業界は、公共投資は引続き漸減傾向にあるが、景気の回復基調を受けて民間の建築着工が居住用

途・非居住用途ともに増加するなど、総じて堅調に推移した。 

 グラスファイバー業界は、ＩＴ関連向けは、昨年後半からの回復基調の継続により需要が拡大するな

ど好調に推移した。建築・住宅機器向けなども堅調に推移したが、中国を中心とする輸入品が増加する

など競争は激化しつつある。 

 このような環境の下、当社グループは、新たに策定した中期経営計画「Relay101」の初年度として、

事業力を一段と強化するための事業構造改革ならびに事業領域拡大の諸施策に着実に取り組んできた。

 この結果、当中間期の連結業績は、売上高675億88百万円（前期比8.7％増）、経常利益50億95百万円

（前期比63.3％増）、中間純利益18億32百万円（前期比3.1％増）となった。 

  

 ②主なセグメント別の状況 

［繊維事業］ 

 ストレッチ素材Ｃ・Ｓ・Ｙの原糸素材は、デニムやカジュアル向けの需要の低迷により、新たな素材

や用途開発など需要拡大策の強化を図ったが売上は減少した。 

 一方接着芯地は、国内需要が減少するなか、本年４月に株式会社日東紡インターライニング（旧日本

ハスケル株式会社）へ販売組織を統合し、販売面の効率化とともに差別化商品の拡販に努め、日東紡

（中国）有限公司を拠点とした中国向け販売の伸びとあわせ増収となった。 

 この結果、当事業は売上高61億3百万円と前期比4.9％の減収となったが、原糸素材において昨年実施

した新潟工場の生産規模の縮小ならびに分社化、接着芯地で進めてきた生産・販売面での構造改革など

の効果が寄与し業績は改善した。  

  

［建材事業］ 

 断熱材は、ロックウール・グラスウールともに、民間設備投資の増加を受けて非居住用途を中心に販

売量が伸び増収となった。 

 内装建材は、主力の不燃吸音天井板は国内の建築着工数が堅調に推移するなかで前年並みを確保した

が、床材は一般タイルの需要減少に加え非塩ビ系タイルの販売量も減少し減収となった。 

 環境事業のアスベスト除去工事は、アスベストへの関心が高まるなかで需要が拡大し売上を伸ばし

た。 

 この結果、当事業は売上高261億27百万円と前期比5.2％の増収となり、不採算商品からの撤収効果な

ども加わり業績は改善した。 

 天井材においては、予定通り７月末をもって和歌山工場の生産を停止し、千葉工場１か工場での生産

体制に移行している。 



  

［グラスファイバー事業］ 

 プリント配線基板用のグラスファイバーヤーンとクロスは、ＩＴ関連市況が好調に推移し売上は拡大

した。 

 強化プラスチック用グラスファイバーは、主用途の住宅機器向けおよび自動車・家電向けが堅調に推

移し増収となった。 

 産業資材用は、膜材や建築内装向け、航空機用途やカーボン・アラミド製品などを中心に売上を伸ば

した。 

 この結果、当事業は売上高266億10百万円と前期比18.0％の増収となり、原燃料のコストアップの影

響もあったが業績は向上した。 

  

［不動産・サービス事業］ 

 オフィスビル賃貸事業は期を通じてフルテナントを維持し、スポーツ施設事業も堅調に推移したが、

昨年12月に賃貸用商業施設（福島県郡山市）を売却し賃貸料収入が減少したことにより、当事業は売上

高７億93百万円と前期比27.8％の減収となり、業績は低下した。 

  

［その他の事業］ 

 臨床検査薬のメディカル事業は、国内は診療報酬の改訂や試薬微量化など厳しくなるなか、新規顧客

や診断項目の開拓により売上を維持し、輸出の拡大により増収となった。 

 機能性高分子のスペシャリティケミカルス事業は、染料固着剤が伸び悩んだが、家庭用品向け原料な

どが堅調に推移した。 

 エンジニアリング事業は、スタジオなど音響関係工事の完工物件の増加などにより増収となった。 

 飲料事業は、昨年能力増強した製造ラインに対応した生産・販売体制の強化により増収となった。 

 この結果、当事業は売上高79億53百万円と前期比8.9％の増収となり、業績は向上した。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、「（1）業績」で記

載したとおりの事業活動の結果、税金等調整前中間純利益が29億53百万円となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにおいて、16億6百万円の資金減少があったものの営業活動によ

るキャッシュ・フローにおいて、27億83百万円の資金が増加したこと、また財務活動によるキャッシ

ュ・フローにおいて、18億58百万円の資金が増加した結果、資金残高は前連結会計年度末に比べ、30億

97百万円増加し、資金残高は194億96百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は27億83百万円と、前中間連結会計期間に比

べ21億91百万円増加した。これは主に、税金等調整前中間純利益が29億53百万円（前中間連結会計期間

比9億46百万円資金が増加）、仕入債務の増加が24億55百万円（前中間連結会計期間比32億97百万円資

金が増加）となったこと等によるものである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は16億6百万円と、前中間連結会計期間に比

べ31億81百万円減少した。これは主に、投資有価証券の売却により7億23百万円資金が増加した一方、

固定資産の取得による支出が前中間連結会計期間に比べ22億43百万円減少し、25億13百万円となったこ

と等によるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は18億58百万円と、前中間連結会計期間に比

べ66億27百万円増加した。これは主に長期借入金の返済により31億13百万円資金が減少した一方、短期

借入金の純増加額が前中間連結会計期間に比べ62億49百万円減少し、14億94百万円となったこと等によ

るものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは主として見込生産を行っており受注生産はほとんどない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに契約を締結したもの又は変更・解約したものはない。 

  

区分 生産高(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 4,446 △ 11.2

建材事業 9,552 1.1

グラスファイバー事業 18,890 3.0

不動産・サービス事業 ― ―

その他の事業 5,756 4.4

合計 38,645 0.9

区分 販売高(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 6,103 △ 4.9

建材事業 26,127 5.2

グラスファイバー事業 26,610 18.0

不動産・サービス事業 793 △ 27.8

その他の事業 7,953 8.9

合計 67,588 8.7



５ 【研究開発活動】 

当社グループは繊維・建材・グラスファイバー・エンジニアリング・メディカルなど広範な分野で事

業活動を行っている。事業部の研究開発は、事業部毎の研究所・技術課・ラインスタッフで新商品、製

品品質の改良、新技術の開発を行うが、事業部の枠を超える研究開発課題については、技術本部が支援

する形で取り組んでいる。 

 平成18年9月30日現在の保有特許件数は、国内外を含めて479件、当中間連結会計期間に出願した特許

件数は国内外を含めて2１件である。なお、当中間連結会計期間に支出した研究開発費は、6億31百万円

である。 

 当中間連結会計期間における研究開発の概要は次の通りである。 

  

(1) 繊維事業 

原糸素材では、ハードコアヤーン分野の開発に注力し、形態保持や風合い変化を与える素材としてプ

ラスチックコアやポリエステルコアなどの差別化糸を開発上市するとともに、婦人向けにニーズが高ま

りつつある長短複合交撚糸を開発、織・編用として上市した。一方、ニットテキスタイル向けに開発し

た手触り感の良い「サイロソフト」は大手インナーメーカーに採用され今期受注に結びついた。 

 衣料資材では、表素材の軽量薄手化への対応芯地「スーパーディスパージョンダブルドッドコーティ

ング（ＳＤＤＣ）加工」の本格販売とともに、バリエーション商品としてブラックフォーマル用を追加

上市、「ティシュペーパーより薄い軽い世界最軽量極薄芯地」として、さらに幅広い分野への拡大を目

指している。また、今シーズンより芯地にも表地にも使用できるプリント芯地「ユニゾンフェイス」や

手芸用（家庭用）とし「ハーモニーフェイス」もテキスタイルコンバーターと共同開発し好評を得た。

 機能資材では、よりストレッチ性を持たせたノンソーイング用接着テープの開発や難燃接着資材対応

フィルムの開発に取組んだ。また、リビング関連商品では、レンジ周りのふきんとしてマイクロファイ

バーふきんを開発上市した。 

 当事業に係る研究開発費は89百万円である。 

  

(2) 建材事業 

ロックウールでは、競争力向上と事業拡大を目指して新組成・新技術による次世代ロックウール繊維

の開発に向けて基礎的な研究に着手した。また、現有溶融技術を活用したアスベスト溶融無害化処理と

原料へのリサイクルの各段階における事業化の検討を進めた。 

 天井板では、現代オフィスビルのフレキシブルな空間の要求に対応した「ハイグリッドシステム天

井」の戦力強化を図るため、様々な居住・執務空間に適した空間造りを演出できる高級感溢れた新意匠

を有する製品展開を進めた。 

 床材では、環境対応商品非塩ビ床材「オレフタイル」の充実を図るため、石目柄床「マーベラス」木

目柄床「レックスウッド」をすでに上市してきたが、さらにスリット加工を施した木目調パーケット柄

床「オレフ ＯＬＰＫ（レックスパーケ）」をラインナップに加え品揃えを充実させるとともに、顧客

満足度の更なる充実を目指した。 

 他の事業分野では、化成品はアップルーフの無塵化工法・光硬化シート・ろ過膜の開発を進めた。外

装断熱分野はマグネシウムセメント板「シンボード」「シンボードライト」で木造外断熱防火構造認定

並びに木造軸組防火構造認定を取得し、木造住宅への市場展開を積極的に進めた。また無機発泡体「ダ

ンフォーマ」は新規用途開発を進め、今後市場拡大を狙う。 

 当事業に係る研究開発費は1億44百万円である。  

  



(3) グラスファイバー事業 

グラスファイバー事業部門では、競争力向上と顧客満足度の更なる充実を目指し、汎用品の高付加価

値品化及び、新商品の開発を加速させた。 

 原繊関係のＦＲＰ分野では、複雑な形状のユニットバスや高表面平滑性が求められる自動車用途に対

応したＳＭＣ用ロービング、Rov-Master（ロブマスター）を上市した。このロービングは、顧客での不

良率低減や生産性の向上に寄与することが期待できる。また、ロービングやマットにステッチ加工を施

し、様々なガラス繊維で任意の方向性、目付の設計が可能な多軸複層シート基材のアミラスを上市し

た。この基材は、ＦＲＰ用強化材として高強度な構造部材の設計に最適であり、様々な成形法に適用で

きる。 

 ＴＰ分野では扁平形状の異型断面をもつガラス繊維“フラットファイバー”が、チョップストランド

製品としてすでに上市されているが、さらに成形品の強度特性・ソリ等の大きな改善を実現すべくミル

ドファイバー等他形態への製品展開を進めている。電材用途のガラスヤーンでは、機能性を更に高めた

極細ヤーン・低誘電ヤーンの開発に注力した。 

 電材分野では、高密度化、薄型化が進むプリント基板用材料として求められるクロスの高機能化、高

性能化を進め、原繊ヤーン技術にクロス加工技術を統合し、超極薄クロスの開発や、絶縁信頼性の更な

る向上を目指した開発を進めた。 

 産業資材分野では、耐震防煙垂れ壁として注目を集めた不燃性ガラス樹脂シートパネル“ダンスモー

ク”の上市に続き、より施工性向上を追及した製品開発を行った。さらに、炭素繊維を四方向に配列し

格子状に組合せ、織らずに接着剤で結合したゴルフシャフト用カーボン四軸組布を上市した。 

 当事業に係る研究開発費は1億80百万円である。 

  

  

(4) その他事業 

バイオメディカルでは、生化学・免疫系（ＴＩＡ）体外診断薬の現行製品の改良を進め、新原理によ

る新商品の開発に努め製造申請を行った。また、免疫系体外診断薬であるラテックス試薬の改良および

新製品の開発、ＥＩＡ試薬の新規開発・新技術の開発を進めた。また、千葉大学とタンパク質解析を応

用した診断技術の実用化を目指す共同研究を開始するとともに、千葉大病院内に「疾患プロテオミクス

寄付研究部門」を開設した。 

 スペシャリティケミカルスでは、新商品開発のスピードアップをめざして、ＰＡＡ・ＰＡＳ系ポリマ

の誘導体開発を進めた。その結果、電解銅メッキ用助剤の有償販売が実現した。また、素材領域の拡大

として部門間協力において進展があった。 

 当事業に係る研究開発費は2億16百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間においては、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

  

  

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要

な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年9月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 247,677,560 247,677,560
東京証券取引所・
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 247,677,560 247,677,560 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年4月1日～
－ 247,677,560 － 19,699 － 19,029

平成18年9月30日



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）・・・ 25,520千株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）・・・・・ 22,019千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社（信託B口）・・・ 4,867千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）・・・・・  3,659千株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス   
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番11号 25,520 10.30

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 22,019 8.89

株式会社みずほコーポレート 
銀行（常任代理人資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内1丁目3番3号
（東京都中央区晴海1丁目8番12号）

11,958 4.83

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号 8,970 3.62

第一生命保険相互会社 
（常任代理人資産管理サービス 
信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町1丁目13番1号
（東京都中央区晴海1丁目8番12号）

6,580 2.66

住友生命保険相互会社 
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地7丁目18番24号
（東京都中央区晴海1丁目8番11号）

5,412 2.19

資産管理サービス信託銀行   
株式会社（信託Ｂ口）

東京都中央区晴海１丁目8番12号 4,867 1.97

バークレイズバンク ピーエルシ
ー バークレイズキャピタルセキ
ュリティーズ エスビーエル/ピー
ビーアカウント（常任代理人スタ
ンダード・チャータード銀行）

1 CHURCHILL  PLACE, LONDON  E14  5HP, 
UNITED  KINGDOM(東京都千代田区永田町2丁
目11番1号）

4,344 1.75

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1丁目28番1号 4,000 1.62

資産管理サービス信託銀行   
株式会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番12号 3,659 1.48

計 ― 97,330 39.30



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 4,000株(議決権4 個)含まれてい

る。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式721株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 月別最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 419,000

― ―
(相互保有株式）
普通株式 14,000

完全議決権株式(その他)
普通株式    

245,416,000
245,416 ―

単元未満株式
普通株式   

1,828,560
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 247,677,560 ― ―

総株主の議決権 ― 245,416 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日東紡績株式会社

東京都千代田区九段北 
４丁目１番28号

419,000 ─ 419,000 0.17

(相互保有株式) 
エフ・アール・ピー工業 
株式会社

福井県福井市若栄町710 2,000 ─ 2,000 0.00

(相互保有株式) 
阿部一商事株式会社

大阪府大阪市中央区常盤町
2丁目2番28号

12,000 ─ 12,000 0.00

計 ― 433,000 ─ 433,000 0.17

月別
平成18年 
４月

平成18年 
５月

平成18年
６月

平成18年
７月

平成18年 
８月

平成18年 
９月

最高(円) 475 483 348 346 433 420

最低(円) 357 334 292 276 295 364



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

    なお、前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)は改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)は改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)は改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)は改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平

成17年９月30日)及び前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)並びに当中間連結

会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び当中間会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監

査を受けている。 

  



１  【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,844 19,534 16,552

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 40,139 44,687 42,863

 ３ たな卸資産 26,047 25,465 24,975

 ４ 繰延税金資産 2,361 2,399 1,820

 ５ 短期貸付金 165 188 213

 ６ その他 1,537 1,429 1,783

 ７ 貸倒引当金 △ 172 △ 179 △156

   流動資産合計 84,923 52.9 93,526 57.4 88,051 55.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物及び構築物 20,635 16,588 16,888

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

14,898 14,290 13,893

  (3) 土地 18,944 17,653 17,570

  (4) 建設仮勘定 589 875 1,214

  (5) その他 1,039 1,071 1,112

   有形固定資産合計 56,108 34.9 50,479 31.0 50,680 31.8

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 58 － 17

  (2) その他 1,477 1,590 1,530

   無形固定資産合計 1,535 1.0 1,590 0.9 1,547 1.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 13,156 12,742 14,244

  (2) 長期貸付金 297 60 245

  (3) 繰延税金資産 1,682 1,600 1,611

  (4) その他 3,516 3,778 3,484

  (5) 貸倒引当金 △ 595 △ 710 △ 555

   投資その他の 
   資産合計

18,059 11.2 17,471 10.7 19,031 11.9

   固定資産合計 75,703 47.1 69,541 42.6 71,259 44.7

   資産合計 160,627 100.0 163,068 100.0 159,310 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※４ 23,397 26,814 23,864

 ２ 短期借入金
※２ 
※８

9,328 8,039 6,515

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 6,878 5,439 6,009

 ４ 未払法人税等 1,433 1,081 2,339

 ５ 繰延税金負債 27 31 30

 ６ 未払消費税等 143 291 221

 ７ 賞与引当金 2,174 2,124 2,068

 ８ 構造改善引当金 － 471 870 

 ９ その他 5,393 7,504 6,594

   流動負債合計 48,776 30.4 51,798 31.8 48,514 30.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 20,072 24,283 22,516

 ２ 繰延税金負債 1,382 49 79

 ３ 退職給付引当金 13,132 11,953 12,493

 ４ 修繕引当金 4,236 3,427 4,170

 ５ 長期預り金 ※２ 5,264 － 892

 ６ その他 ※３ 1,610 2,675 1,700

   固定負債合計 45,699 28.4 42,389 26.0 41,853 26.3

   負債合計 94,475 58.8 94,187 57.8 90,368 56.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,652 1.0 － － 1,741 1.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 19,699 12.3 － － 19,699 12.4

Ⅱ 資本剰余金 23,062 14.3 － － 23,062 14.5

Ⅲ 利益剰余金 18,762 11.7 － － 20,455 12.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

3,648 2.3 － － 4,180 2.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 619 △ 0.4 － － △ 133 △ 0.1

Ⅵ 自己株式 △ 55 △ 0.0 － － △ 64 △ 0.0

   資本合計 64,498 40.2 － － 67,200 42.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

160,627 100.0 － － 159,310 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 19,699 12.1 － －

 ２ 資本剰余金 － － 23,062 14.1 － －

 ３ 利益剰余金 － － 21,524 13.2 － －

 ４ 自己株式 － － △ 77 △ 0.0 － －

   株主資本合計 － － 64,208 39.4 － －

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

－ － 3,171 1.9 － －

 ２ 為替換算調整勘定 － － △ 289 △ 0.2 － －

   評価・換算差額等 
   合計

－ － 2,881 1.7 － －

Ⅲ 少数株主持分 － － 1,789 1.1 － －

   純資産合計 － － 68,880 42.2 － －

   負債純資産合計 － － 163,068 100.0 － －



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 62,194 100.0 67,588 100.0 130,441 100.0

Ⅱ 売上原価 47,122 75.8 50,613 74.9 98,551 75.6

   売上総利益 15,071 24.2 16,974 25.1 31,890 24.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 12,123 19.5 11,858 17.5 24,406 18.7

   営業利益 2,948 4.7 5,115 7.6 7,483 5.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 25 39 59

 ２ 受取配当金 84 115 93

 ３ 持分法による 
   投資利益

299 318 453

 ４ 為替差益 － 97 328

 ５ その他 687 1,097 1.8 359 930 1.3 927 1,862 1.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 352 314 642

 ２ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

277 279 569

 ３ その他 295 925 1.5 356 951 1.4 403 1,615 1.2

   経常利益 3,120 5.0 5,095 7.5 7,730 5.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 200 11 1,961

 ２ 投資有価証券売却益 3 614 962

 ３ 貸倒引当金戻入益 49 24 89

 ４ その他 0 254 0.4 10 660 1.0 125 3,138 2.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 176 136 460

 ２ 固定資産減損損失 ※４ 789 39 1,375

 ３ たな卸資産整理損 63 46 968

 ４ 構造改善特別損失 ※５ 196 2,471 2,247

 ５ その他 141 1,368 2.2 108 2,802 4.1 428 5,479 4.2

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

2,007 3.2 2,953 4.4 5,390 4.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,334 958 3,974

   過年度未払法人税等 
   戻入

△ 200 － △ 200

   法人税等調整額 △ 975 158 0.2 94 1,053 1.6 △ 2,026 1,747 1.3

   少数株主利益 70 0.1 68 0.1 172 0.1

   中間(当期)純利益 1,777 2.9 1,832 2.7 3,470 2.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 23,062 23,062

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

23,062 23,062

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 17,791 17,791

Ⅱ 利益剰余金増加高 
  中間(当期)純利益

 

 
1,777 3,470

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 742 742

 ２ 新規連結子会社増加による 
   剰余金減少高

65 807 65 807

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

18,762 20,455



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 19,699 23,062 20,455 △ 64 63,153

中間連結会計期間中の変動額

平成18年６月定時株主総会におけ
る利益処分による利益配当

－ － △ 741 － △ 741

 中間純利益 － － 1,832 － 1,832

 自己株式の取得 － － － △ 13 △ 13

新規連結に伴う利益剰余金の減
少高

－ － △ 21 － △ 21

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － 1,069 △ 13 1,055

平成18年９月30日残高(百万円) 19,699 23,062 21,524 △ 77 64,208

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,180 △ 133 4,047 1,741 68,942

中間連結会計期間中の変動額

平成18年６月定時株主総会におけ
る利益処分による利益配当

－ － － － △ 741

 中間純利益 － － － － 1,832

 自己株式の取得 － － － － △ 13

新規連結に伴う利益剰余金の減
少高

－ － － － △ 21

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 1,009 △ 156 △ 1,166 48 △ 1,117

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△ 1,009 △ 156 △ 1,166 48 △ 62

平成18年９月30日残高(百万円) 3,171 △ 289 2,881 1,789 68,880



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 2,007 2,953 5,390

   減価償却費 2,716 2,496 5,358

   固定資産減損損失 789 39 1,375

   連結調整勘定償却額 47 － 88

   貸倒引当金の増加（△減少）額 △ 182 169 △ 240

   退職給付引当金の増加（△減少） 
   額

391 △ 609 △ 246

   修繕引当金の減少額 △ 539 △ 743 △ 605

   受取利息及び受取配当金 △ 110 △ 155 △ 152

   支払利息 352 314 642

   投資有価証券の売却損益・評価損 △ 3 △ 614 △ 772

   構造改善特別損失 － 2,471 2,247

   為替差損益 4 △ 1 36

   持分法による投資損益 △ 299 △ 318 △ 453

   固定資産の売却処分損益 △ 23 125 △ 1,555

   売上債権の増加額 △ 89 △ 1,574 △ 2,748

   未払消費税等の増加（△減少）額 △ 25 66 52

   たな卸資産の増加額 △ 1,799 △ 500 △ 617

   仕入債務の増加（△減少）額 △ 842 2,455 18

   その他営業資産の増加額 △ 85 △ 205 △ 442

   その他営業負債の増加額 671 838 622

   その他(純額) △ 49 4 △ 4,553

    (小計） 2,931 7,211 3,445

   利息及び配当金の受取額 110 147 522

   利息の支払額 △ 357 △ 299 △ 626

   構造改善に伴う支出 － △ 1,994 △ 1,080

   法人税等の支払額 △ 2,092 △ 2,282 △ 3,856

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

591 2,783 △ 1,595



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の純減少額 16 115 16

   固定資産の取得による支出 △ 4,757 △ 2,513 △ 6,754

   固定資産の売却による収入 253 26 6,727

   投資有価証券の取得による支出 △ 223 △ 8 △ 728

   投資有価証券の売却による収入 9 723 1,082

   貸付けによる支出 △ 118 △ 0 △ 289

   貸付金の回収による収入 87 39 295

   その他(純額) △ 55 11 94

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 4,787 △ 1,606 443

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加（△減少）額 △ 4,754 1,494 △ 7,684

   長期借入れによる収入 4,500 4,240 10,060

   長期借入金の返済による支出 △ 3,755 △ 3,113 △ 7,740

   親会社による配当金の支払額 △ 737 △ 738 △ 742

   その他(純額) △ 20 △ 23 △ 41

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 4,768 1,858 △ 6,148

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

44 9 87

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
  (△減少）額

△ 8,920 3,045 △ 7,213

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 23,570 16,398 23,570

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

41 51 41

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

14,691 19,496 16,398



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社は

日東グラスファイバー工業㈱

パラマウント硝子工業㈱

㈱日東紡マテリアル

㈱双洋

新和電材㈱

日東紡音響エンジニアリング㈱

ニットーボー東岩㈱

富士ファイバーグラス㈱

ニットーボーメディカル㈱

㈲ニットーフーズ

㈱日東紡テクノ

三成興業㈱

日東紡エコロジー㈱

㈱ニットーボー・エフアールピ

ー研究所

日東グラステックス㈱

日東アライドサービス㈱

ニットービバレッジ㈱

アイ・アイ・シージャパン㈱

日本ハスケル㈱
    ㈱文京精練

台湾日東紡股份 有限公司

Nittobo America Inc．

International Immunology 

Corporation

Midland BioProducts 

Corporation

日東紡(中国)有限公司

日東紡澳門玻纖紡織有限公司

の26社である。 

 

 前連結会計期間において非連

結子会社であった㈱文京精練

は、重要性が増したため当中間

連結会計期間より連結の範囲に

含めている。 

 新和電材㈱は㈱双洋の子会社

であり、International 

Immunology  Corporation 及 び

Midland BioProducts 

CorporationはいずれもNittobo 

America  Inc．の子会社であ

る。 

 ㈲ニットーフーズは、平成17

年6月10日に清算結了した。

１ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社は

日東グラスファイバー工業㈱

パラマウント硝子工業㈱

㈱日東紡マテリアル

㈱双洋

新和電材㈱

日東紡音響エンジニアリング㈱

ニットーボー東岩㈱

富士ファイバーグラス㈱

ニットーボーメディカル㈱

㈱日東紡テクノ

三成興業㈱

日東紡エコロジー㈱

㈱ニットーボー・エフアールピ

ー研究所

日東グラステックス㈱

日東紡アライドサービス㈱

ニットービバレッジ㈱

アイ・アイ・シージャパン㈱

㈱日東紡インターライニング
    ㈱文京精練

ニットーボー新潟㈱

ホームインサル㈱

台湾日東紡股份 有限公司

Nittobo America Inc．

International Immunology 

Corporation

Midland BioProducts 

Corporation

日東紡(中国)有限公司

日東紡澳門玻纖紡織有限公司

の27社である。 

 前連結会計期間において非連

結子会社であったホームインサ

ル㈱は、重要性が増したため当

中間連結会計期間より連結の範

囲に含めている。 

 ㈱日東紡インターライニング

は、平成18年4月1日付で日本ハ

スケル㈱と当社の芯地販売業務

を統合し、日本ハスケル㈱から

社名変更している。 

 日東紡アライドサービス㈱

は、平成18年6月28日付で日東

アライドサービス㈱から社名変

更している。 

 新和電材㈱は㈱双洋の子会社

であり、ホームインサル㈱はニ

ットーボー東岩㈱の子会社であ

り、International 

Immunology  Corporation 及 び

Midland BioProducts 

CorporationはいずれもNittobo 

America  Inc．の子会社であ

る。

１ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社は

日東グラスファイバー工業㈱

パラマウント硝子工業㈱

㈱日東紡マテリアル

㈱双洋

新和電材㈱

日東紡音響エンジニアリング㈱

ニットーボー東岩㈱

富士ファイバーグラス㈱

ニットーボーメディカル㈱

㈲ニットーフーズ

㈱日東紡テクノ

三成興業㈱

日東紡エコロジー㈱

㈱ニットーボー・エフアールピ

ー研究所

日東グラステックス㈱

日東アライドサービス㈱

ニットービバレッジ㈱

アイ・アイ・シージャパン㈱

日本ハスケル㈱

㈱文京精練

ニットーボー新潟㈱

台湾日東紡股份 有限公司

Nittobo America Inc．

International Immunology 

Corporation

Midland BioProducts 

Corporation

日東紡(中国)有限公司

日東紡澳門玻纖紡織有限公司

の27社である。 

 前連結会計期間において非連

結子会社であった㈱文京精練

は、重要性が増したため当中間

連結会計期間より連結の範囲に

含めている。 

 ニットーボー新潟㈱は、平成

17年10月1日付で会社分割によ

り設立し、当連結会計年度より

連結子会社とした。 

 新和電材㈱は㈱双洋の子会社

であり、International 

Immunology  Corporation 及 び

Midland BioProducts 

CorporationはいずれもNittobo 

America  Inc．の子会社であ

る。 

 ㈲ニットーフーズは、平成17

年6月10日に清算結了した。



 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

② 非連結子会社は16社である。

(主要な会社名は、日東高分子

加工㈱、三光金属工業㈱)

いずれも売上高、総資産、中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみて小規模であり、

かつ全体的にも重要性に乏し

く、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない。

② 非連結子会社は14社である。

(主要な会社名は、日東高分子

加工㈱、三光金属工業㈱)

いずれも総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみて小規模であり、

かつ全体的にも重要性に乏し

く、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない。

② 非連結子会社は16社である。

(主要な会社名は、日東高分子

加工㈱、三光金属工業㈱)

いずれも総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみて小規模であり、

かつ全体的にも重要性に乏し

く、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていない。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項
①  持分法適用の関連会社はデコ
ラニット㈱及び、NITTOBO 
ASCO Glass Fiber Co.,Ltd.の2
社である。 

２ 持分法の適用に関する事項
①  持分法適用の関連会社はデコ
ラニット㈱及びNITTOBO 
ASCO Glass Fiber Co.,Ltd.の2
社である。 

２ 持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の関連会社はデコ
ラニット㈱及び、NITTOBO 
ASCO Glass Fiber Co.,Ltd. 
の2社である。 

② 持分法を適用していない非連
結子会社16社及び関連会社8社
（主要な社名は、阿部一商事
㈱）は、それぞれ中間純損益
（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全
体的にも重要性に乏しいため、
持分法の適用範囲から除外して
いる。
③ 持分法適用会社のうち、中間
決算日が中間連結決算日と異な
る会社については、各社の中間
会計期間に係る中間財務諸表を
使用している。

② 持分法を適用していない非連
結子会社14社及び関連会社8社
(主要な社名は、阿部一商事㈱)
は、それぞれ中間純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等に及ぼす
影響が軽徴であり、かつ全体的
にも重要性に乏しいため、持分
法の適用範囲から除外してい
る。
③ 同左

② 持分法を適用していない非連
結子会社16社及び関連会社8社
(主要な社名は、阿部一商事㈱)
は、それぞれ当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等に及ぼす
影響が軽徴であり、かつ全体的
にも重要性に乏しいため、持分
法の適用範囲から除外してい
る。
③ 持分法適用会社のうち、決算
日が連結決算日と異なる会社に
ついては、当該会社の事業年度
に係る財務諸表を使用してい
る。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項
連結子会社のNittobo America 
Inc.と、その子会社２社、台湾日
東紡股份有限公司、日東紡(中国)
有限公司、日東紡澳門玻纖紡織有
限公司及び、持分法適用会社の
NITTOBO  ASCO  Glass  Fiber 
Co.,Ltd.の中間決算日は６月30日
であり、同日現在の中間決算財務
諸表を使用している。
ただし、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引については、
連結決算上必要な調整を行ってい
る。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項
 同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項
連結子会社のNittobo America 
Inc.と、その子会社２社、台湾日
東紡股份有限公司、日東紡(中国)
有限公司、日東紡澳門玻纖紡織有
限公司及び、持分法適用会社の
NITTOBO  ASCO  Glass  Fiber 
Co.,Ltd.の決算日は12月31日であ
り、同日現在の財務諸表を使用し
ている。
ただし、連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連結
決算上必要な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評
価方法
・有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
…中間決算日の市場価格
等に基づく時価法によ
っている。(評価差額
は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は
移動平均法により算定
している。)
時価のないもの
…移動平均法による原価
法によっている。

・デリバティブ
…時価法によっている。

４ 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評
価方法
・有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
…中間決算日の市場価格
等に基づく時価法によ
っている。(評価差額
は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価
は移動平均法により算
定している。)
時価のないもの
同左

・デリバティブ
同左

４ 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評
価方法
・有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
…連結決算日の市場価格
等に基づく時価法によ
っている。（評価差額
は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は
主として移動平均法に
より算定している。）
時価のないもの
同左

・デリバティブ
同左

・たな卸資産
…主として移動平均法による
原価法を採用しているが、
連結子会社のうち4社は個
別法による原価法も採用し
ている。

・たな卸資産
同左

・たな卸資産
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法を、また在外連結子

会社は当該国の会計基準の

規定に基づく定額法によっ

ている。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。

建物及び構築物

３～50年

機械装置及び車両運搬具

３～22年

② 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

同左

② 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

同左

・無形固定資産

定額法によっている。

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってい

る。

・無形固定資産

同左

・無形固定資産

同左

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により計算した金額を計上

し、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上することにし

ている。

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

同左

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

同左

・賞与引当金

支給見込額のうち、当中間

連結会計期間の負担額を計

上している。

・賞与引当金

同左

・賞与引当金

従業員に対し支給する賞与

に備えるため、支給見込額

のうち、当期負担額を計上

している。

―――――――― ・構造改善引当金 

事業構造改革に伴い、今後発

生が見込まれる費用について

合理的な見積額を計上してい

る。

・構造改善引当金 

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

・退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

 過去勤務債務については

各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によ

り費用の戻し処理してい

る。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数

(15～17年)による定率法に

より計算した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から

費用処理している。

・退職給付引当金

同左

・退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上している。 

 過去勤務債務については

各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による按分額を費

用の戻し処理している。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(15～17年)による定率

法により計算した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとし

ている。 

 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

・役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上してい

る。

・役員退職慰労引当金

同左

・役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。

・修繕引当金

当社及び連結子会社４社は

製造設備の定期的修繕に備

えるため、前回の修繕費用

を基準として次回の修繕費

用を見積り、次回の改修ま

での期間に按分して繰入れ

ている。

・修繕引当金

同左

・修繕引当金

同左

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、在外子会社等の中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、為替

差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に

含めて計上している。

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、在外子会社等の中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、為替

差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上している。

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、在

外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、為替差額は少数

株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

している。

⑤ 重要なリース取引の処理方法

当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ており、在外連結子会社につい

ては主として通常の売買取引に

準じた会計処理によっている。

⑤ 重要なリース取引の処理方法

   同左

⑤ 重要なリース取引の処理方法

   同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

金利スワップについて、特

例処理を採用している

・ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…金利スワップ

取引

 ヘッジ対象…借入金利息

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

同左 

 

・ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

同左 

 

・ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

・ヘッジ方針

主として当社の内部規定で

ある「市場リスク管理規

定」に基づき、相場変動リ

スクに晒される資産・負債

に係るリスクを回避する目

的でデリバティブ取引を利

用する方針を採用してお

り、かつ運用資産・負債の

限度内でのデリバティブ取

引を行っている。

・ヘッジ方針

同左

・ヘッジ方針

同左

・ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて、特

例処理を採用しているた

め、有効性の評価を省略し

ている。

・ヘッジ有効性評価の方法

同左

・ヘッジ有効性評価の方法 

同左

⑦ 消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

⑦ 消費税等の処理の方法

同左

⑦ 消費税等の処理の方法

同左

――――――――― ⑧ 税金費用の計算における諸準

備金等の取り扱い 

 当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている特別償却準備金及び固定

資産圧縮準備金の積立て及び取

崩しを前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算して

いる。

―――――――――

５ 中間連結キャッシュフロー計算

書における資金の範囲

現金及び要求払預金の他、資金

に含めた現金同等物は、取得日か

ら３ヶ月以内に満期の到来する流

動性が高く、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少

のリスクしか負わない短期投資で

ある。

５ 中間連結キャッシュフロー計算

書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュフロー計算書に

おける資金の範囲

同左



 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
     
    ――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）

を適用している。これにより税金

等調整前中間純利益は789百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除している。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿

          

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準）

当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第5

号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第8号 平成

17年12月9日）を適用している。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は67,090百万円

である。 

 中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成してい

る。

（企業結合に係る会計基準）

当中間連結会計期間から「企業

結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及び

「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第7号 平成17年

12月27日）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用している。

当連結会計年度から、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日）を適用し

ている。これにより営業利益、経

常利益が96百万円増加し、税金等

調整前当期純利益が1,279百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

している。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿



表示方法の変更 

 
  

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（自  平成17年4月1日 （自 平成18年4月1日

     至  平成17年9月30日） 至 平成18年9月30日）

(中間連結損益計算書関係) 

１．前中間連結会計期間まで営業外費用の「その

他」に含めていた「退職給付会計基準変更時差異償

却額」については、営業外費用の10/100を超えてい

るため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間における「退職給付会

計基準変更時差異償却額」の金額は321百万円であ

る。 

 

２．前中間連結会計期間まで特別利益の「その他」

に含めていた「貸倒引当金戻入益」については、特

別利益の10/100を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間における「貸倒引当金

戻入益」の金額は25百万円である。

  

 

         ―――――― 

 

  

 

 

 

 

         ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ―――――― 

 

 

 

 

 

 

         ――――――

 

               ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

          ―――――― 

 

 

 

 

 

 

(中間連結貸借対照表関係) 

１. 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「長

期預り金」については、負債及び純資産の合計額の

100分の5以下となったため当中間連結会計期間より

固定負債の「その他」に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間末における「長期預り

金」の金額は890百万円である。 

 

２. 前中間連結会計期間において、「連結調整勘

定」として掲記されていたものは、金銭的重要性が

乏しくなったため当中間連結会計期間より固定負債

の「その他」（当中間連結会計期間は負ののれん）

に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の固定負債の「その

他」に含まれている「負ののれん」の金額は6百万円

である。 

 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」

に含めていた「為替差益」については、営業外収益

の10/100を超えているため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間における「為替差益」

の金額は99百万円である。 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償

却額」として掲記されていたもの（のれん償却額）

は、金額的重要性が乏しくなったため当中間連結会

計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他（純額）」に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他（純額）」

に含まれている「のれん償却額」の金額は0百万円で

ある。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

127,682百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

127,838百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

127,275百万円

 

※２ 担保資産

① このうち、土地1,391百万

円及び建物3,005百万円

は、建物賃貸借契約に基づ

く敷金及び保証金4,372百

万円の担保になっている。

 

※２ 担保資産

①  ―――――――

※２ 担保資産

①  ――――――― 

 

② このうち、土地1,206百万

円、建物2,167百万円、機

械装置1,282百万円は、金

融機関からの借入金4,405  

百万円の担保になってい

る。

② このうち、土地1,228百万

円、建物及び構築物2,101

百万円、機械装置1,278百

万円は金融機関からの借入

4,370百万円の担保になっ

ている。

② このうち、土地1,214百万

円、建物及び構築物2,113

百万円、機械装置1,351百

万円は金融機関からの借入

金4,576百万円の担保にな

っている。

※３ 役員退職慰労引当金263百万

円を含めている。

※４    ＿＿＿＿＿

※３ 役員退職慰労引当金296百万

円を含めている。

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については手

形交換日をもって決済処理し

ている。 

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

た為、当中間連結会計期間末

日の残高に以下のものが含ま

れている。 

 受取手形  1,961百万円 

 支払手形  1,408百万円

※３ 役員退職慰労引当金297百万

円を含めている。

※４    ＿＿＿＿＿

５ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証

を行っている。

シュリロ貿易㈱ 3百万円

従業員住宅資金 26百万円

計 30百万円

５ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証

を行っている。

シュリロ貿易㈱ 3百万円

従業員住宅資金 13百万円

計 17百万円

５ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証

を行っている。

シュリロ貿易㈱ 3百万円

従業員住宅資金 15百万円

計 19百万円

６ 保証予約債務

   ―――――――

 

６ 保証予約債務

   ―――――――

 

６ 保証予約債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入に対し、保証の予約

を行っている。

NITTOBO ASCO Glass Fiber

Co.,Ltd. 364百万円

( 100,816千台湾ドル)

計 364百万円

７ 受取手形 

  裏書譲渡高
6百万円

７ 受取手形 

  裏書譲渡高
35百万円

７ 受取手形 

  裏書譲渡高
4百万円



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※８運転資金の効率的かつ機動的な

調達を行うため、主要取引金融

機関と貸出コミットメント契約

を締結している。 

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

る。

貸出コミット
メントの総額

15,000百万円

借入実行残高 2,500百万円

差引額 12,500百万円

※８運転資金の効率的かつ機動的な

調達を行うため、取引銀行５行

と貸出コミットメント契約を締

結している。 

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

る。

貸出コミット
メントの総額

10,000百万円

借入実行残高 2,500百万円

差引額 7,500百万円

※８運転資金の効率的かつ機動的な

調達を行うため、取引銀行５行

と貸出コミットメント契約を締

結している。

  当連結会計年度末における貸出

コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。

貸出コミット
メントの総額

10,000百万円

借入実行残高 500百万円

差引額 9,500百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目の金額は次のとおりであ

る。

１ 運賃及び 
  荷造費

2,274百万円

２ 広告宣伝費 284百万円

３ 保管料 540百万円

４ 貸倒引当金 
  繰入額

10百万円

５ 給料手当 2,822百万円

６ 賞与引当金 
  繰入額

264百万円

７ 賞与 782百万円

８ 退職給付費用 426百万円

９ 減価償却費 140百万円

10 研究費 534百万円

11 租税公課 204百万円

12 賃借料 587百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目の金額は次のとおりであ

る。

１ 運賃及び
  荷造費

2,302百万円

２ 広告宣伝費 251百万円

３ 保管料 518百万円

４ 貸倒引当金
  繰入額

103百万円

５ 給料手当 2,622百万円

６ 賞与引当金
  繰入額

272百万円

７ 賞与 720百万円

８ 退職給付費用 341百万円

９ 減価償却費 140百万円

10 研究費 631百万円

11 租税公課 168百万円

12 賃借料 566百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目の金額は次のとおりであ

る。

１ 運賃及び
  荷造費

4,628百万円

２ 広告宣伝費 600百万円

３ 保管料 1,117百万円

４ 貸倒引当金 
  繰入額

26百万円

５ 給料手当 5,611百万円

６ 賞与引当金 
  繰入額

709百万円

７ 賞与 1,338百万円

８ 退職給付費用 789百万円

９ 減価償却費 297百万円

10 研究費 1,120百万円

11 租税公課 397百万円

12 賃借料 1,263百万円

※２ 建物及び構築物の売却益10百

万円、土地の売却益188百万

円、その他の有形固定資産売却

益１百万円である。

※２ 機械装置及び運搬具の売却益

10百万円、その他1百万円であ

る。

※２ 土地の売却益1,810百万円、

その他150百万円である。

※３ 建物及び構築物の廃棄損37百

万円、機械装置及び運搬具の廃

棄損126百万円並びにその他の

有形固定資産廃棄損10百万円等

である。

※３ 建物及び構築物の廃棄損115

百万円、機械装置及び運搬具の

廃棄損17百万円、その他廃棄損

3百万円である。

※３ 建物及び構築物の廃棄損176

百万円、機械装置及び運搬具の

廃棄損242百万円並びにその他

廃棄損42百万円である。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※４ 固定資産減損損失 

当中間連結会計期間において当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上した。

場所 用途 種類
金額

(百万円)

福島県郡山
市 事業用資

産
機械装
置 他

356

福島県福島
市 遊休資産

土地・建
物及び構
築物 他

119

兵庫県伊丹
市 遊休資産

機械装置 
他

119

福島県郡山
市 他 遊休資産 土地 他 193

合計  789

   

 

当社グループは、減損損失の算

定にあたって、資産を事業用資

産、賃貸資産、遊休資産、共用

資産に分類し、事業用資産につ

いては管理会計上の区分に基づ

き、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件毎に資産のグルーピ

ングを行っている。 

 事業用資産では建材製造設備

の一部について、営業活動から

生じる損益が継続してマイナス

であり、早期の黒字化が困難と

予想されるため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額した。な

お、回収可能価額は使用価値に

より測定しているが、将来キャ

ッシュ・フローがマイナスのた

め、割引計算は行っていない。 

 遊休資産については今後の使

用見込みがたたないため帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。なお、回収可能価額は主に

路線価を基にした正味売却価額

により測定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

及び構築物320百万円、機械装

置及び運搬具369百万円、土地

72百万円及びその他27百万円で

ある。

 

※４ 固定資産減損損失 

当中間連結会計期間において当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上した。

場所 用途 種類
金額

(百万円)

福島県福島
市 他 遊休資産

建設仮勘
定 他

39

和歌山県有
田郡 遊休資産

建物・機
械装置
他

305

※

合計 344

※ 和歌山工場の設備に係る減損損

失額305百万円については事業

構造改善の一環による損失とし

て「構造改善特別損失」に含め

て表示している。 

 

 

  当社グループは、減損損失の算

定にあたって、資産を事業用資

産、賃貸資産、遊休資産、共用

資産に分類し、事業用資産につ

いては管理会計上の区分に基づ

き、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件毎に資産のグルーピ

ングを行っている。 

 福島工場のグラスファイバー

製造設備の一部及び和歌山工場

設備について、用途変更に伴い

遊休資産となり今後の使用見込

みがたたないため、帳簿価額を

回収可能額まで減額した。回収

可能価額は主に譲渡契約による

正味売却価額により測定してい

る。 

 なお、減損損失の内訳は建物

及び構築物191百万円、機械装

置及び運搬具113百万円、建設

仮勘定39百万円及びその他0百

万円である。

 

※４ 固定資産減損損失 

当連結会計期間において当社グ

ループは以下の資産について減

損損失を計上した。

場所 用途 種類
金額

(百万円)

和歌山県有
田郡 事業用資

産
建物・機
械装置 他

587

福島県郡山
市 事業用資

産
機械装置 
他

385

兵庫県伊丹
市 遊休資産

機械装置 
他

119

福島県郡山
市 遊休資産 建物他 119

福島県郡山
市 他 遊休資産

建物・土
地 他

162

合計 1,375

  当社グループは、減損損失の算

定にあたって、資産を事業用資

産、賃貸資産、遊休資産、共用

資産に分類し、事業用資産につ

いては管理会計上の区分に基づ

き、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件毎に資産のグルーピ

ングを行っている。 

 事業用資産では建材製造設備

の一部について、営業活動から

生じる損益が継続してマイナス

であり、早期の黒字化が困難と

予想されるため、また和歌山工

場について、生産を本年7月末

（予定）をもって停止し、千葉

工場へ集約することを決定した

ため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額した。なお、回収可能

価額は使用価値により測定して

いるが、将来キャッシュ・フロ

ーがマイナスのため、割引計算

は行っていない。 

 遊休資産については今後の使

用見込みがたたないため帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。なお、回収可能価額は主に

路線価を基にした正味売却価額

により測定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

及び構築物674百万円、機械装

置及び運搬具594百万円、土地

72百万円及びその他34百万円で

ある。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※５ 当社の新潟工場をニットーボ

ー新潟㈱として会社分割するこ

とに伴う、転籍者他への転籍一

時金等の費用である。

 

※５ 市場変動や競争条件の変化に

柔軟に対応できる事業構造への

転換を図る為の構造改革に伴う

退職加算金等である。当中間連

結会計期間の構造改善特別損失

2,471百万円の内訳は以下の通

りである。 

 

内容 項目
金額

(百万円)

和歌山工場 
関係

固定資産減損損失 305

解体費見積額 127

その他 27

伊 丹 生 産
セ ン タ ー
関係

臨時償却費 104

解体費見積額 95

固定資産処分損 61

一般社員早期退職特別措置に係る
特別加算金等

887

希望退職・転籍に係る転籍一時金 483

連結子会社
関係

臨時償却費 121

解体費見積額 119

特別退職金見積額 114

その他 24

合計 2,471

   なお、当該損失には、構造改

善引当金繰入額471百万円を含

んでいる。主な内訳は、解体費

見積額341百万円、特別退職金

見積額114百万円である。

※５  市場変動や競争条件の変化に

柔軟に対応できる事業構造への

転換を図る為の構造改革に伴う

退職加算金等である。当該損失

には、構造改善引当金繰入額

870百万円を含んでいる。 

 

 

 

 

 



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数 

   
  

２ 自己株式の種類及び総数 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加 36千株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 247,677 － － 247,677

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 383 36 － 419

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 741 3.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 14,844百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△153百万円

現金及び現金 
同等物

14,691百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 19,534百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△39百万円

現金及び現金 
同等物

19,496百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 16,552百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△153百万円

現金及び現金
同等物

16,398百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

396 288 107

その他 2,251 983 1,267

合計 2,647 1,271 1,375

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

390 314 76

その他 2,065 1,015 1,049

合計 2,455 1,330 1,125

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

399 316 82

その他 2,129 1,054 1,075

合計 2,529 1,370 1,158

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 482百万円

１年超 911百万円

合計 1,394百万円

１年内 417百万円

１年超 732百万円

合計 1,149百万円

１年内 440百万円

１年超 733百万円

合計 1,173百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 264百万円

減価償却費相当額 249百万円

支払利息相当額 14百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 257百万円

減価償却費相当額 243百万円

支払利息相当額 11百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 521百万円

減価償却費相当額 490百万円

支払利息相当額 25百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息 相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。

  利息相当額の算定方法 

      同左

   利息相当額の算定方法 

           同左

 

  ―――――――

オペレーティング・リース取引   

 未経過リース料

１年内 5百万円

１年超 11百万円

合計 16百万円

オペレーティング・リース取引   

 未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 4百万円

合計 7百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

   
当社グループは、有価証券の減損にあたっては、以下の通り行っている。 

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格または合理的に算定された価格(すなわち時価)があるもの

は、以下の場合において当該時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理(減損処理)

することとしている。 

・個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

市場価格のない株式については当該発行株式会社の直近の財務諸表を時価評価し、評価差額等を加味して算定

した１株当たりの純資産額に所有株式数を乗じた実質価額が当該株式の取得原価と比較して50％以上下落して

いる場合において、当該評価差額を当期の損失として処理(減損処理)している。 

  

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

   
当社グループは、有価証券の減損にあたっては、以下の通り行っている。 

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格または合理的に算定された価格(すなわち時価)があるもの

は、以下の場合において当該時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理(減損処理)

することとしている。 

・個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

市場価格のない株式については当該発行株式会社の直近の財務諸表を時価評価し、評価差額等を加味して算定

した１株当たりの純資産額に所有株式数を乗じた実質価額が当該株式の取得原価と比較して50％以上下落して

いる場合において、当該評価差額を当期の損失として処理(減損処理)している。 

  

  

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 2,347百万円 8,480百万円 6,132百万円

非上場株式 1,408百万円

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 2,643百万円 7,967百万円 5,324百万円

非上場株式 1,268百万円



Ⅲ 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

   
(注) 有価証券について181百万円(その他有価証券で市場価格のない株式181百万円)の減損処理を行っている。 

  

なお、当社グループは有価証券の減損にあたっては、以下の通り行っている。 

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格または合理的に算定された価格(すなわち時価)があるもの

は、以下の場合において当該時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理(減損処理)

することとしている。 

・個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

市場価格のない株式については当該発行株式会社の直近の財務諸表を時価評価し、評価差額等を加味して算定

した１株当たりの純資産額に所有株式数を乗じた実質価額が当該株式の取得原価と比較して50％以上下落して

いる場合において、当該評価差額を当期の損失として処理(減損処理)している。 

  

  

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 2,736百万円 9,763百万円 7,026百万円

非上場株式 1,268百万円



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 
(注１) 時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

(注２) 金利関連のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いている。 

  

（ストック・オプション等関係） 

該当事項なし。 

  

  

対象物 
の種類

取引の種類

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

通貨
為替予約取引 
売建、米ドル

754 771 △ 16 819 837 △ 18 721 728 △ 6

合計 754 771 △ 16 819 837 △ 18 721 728 △ 6



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

繊維 
事業 
(百万円)

建材 
事業 
(百万円)

グラスフ
ァイバー 
事業 
(百万円)

不動産・
サービス 
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

6,418 24,833 22,542 1,098 7,300 62,194 － 62,194

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

29 85 390 － 314 819 （819） －

計 6,448 24,919 22,933 1,098 7,615 63,014 （819） 62,194

営業費用 6,742 24,491 20,749 736 7,099 59,818 （571） 59,246

営業利益 
又は営業損失(△)

△ 294 427 2,183 362 516 3,196 （247） 2,948

繊維 
事業 
(百万円)

建材 
事業 
(百万円)

グラスフ
ァイバー 
事業 
(百万円)

不動産・
サービス 
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

6,103 26,127 26,610 793 7,953 67,588 － 67,588

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

33 75 286 － 272 667 （667） －

計 6,136 26,203 26,896 793 8,226 68,255 （667） 67,588

営業費用 6,106 25,318 23,308 525 7,514 62,773 （300） 62,472

営業利益 29 885 3,588 267 711 5,482 （367） 5,115



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っている。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり。 

  

 
  

繊維 
事業 
(百万円)

建材 
事業 
(百万円)

グラスフ
ァイバー 
事業 
(百万円)

不動産・
サービス 
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

12,887 52,197 48,194 2,010 15,151 130,441 － 130,441

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

61 245 857 － 621 1,786 (1,786) －

計 12,948 52,443 49,051 2,010 15,773 132,227 (1,786) 130,441

営業費用 13,383 51,091 43,595 1,344 14,741 124,157 (1,199) 122,958

営業利益 
又は営業損失(△)

△ 435 1,351 5,455 665 1,031 8,070 (586) 7,483

(1) 繊維事業 ……コアスパン糸、ストレッチ製品、芯地製品、二次製品

(2) 建材事業 ……床材、不燃吸音天井板、ロックウール製品、グラスウール製品、FRP採 

    光板

(3) グラスファイバー事業 ……グラスファイバー製品、電子関連材料

(4) 不動産・サービス事業 ……ビル賃貸業、スポーツ施設運営、保険代理業

(5) その他の事業
……プラント、メディカル、音響エンジニアリング、清涼飲料水、スペシャ

リティケミカルス

前中間連結 
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額

247 367 586
当社の総務部門・財務部門等 
一般管理部門にかかる費用



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

アジア…………………中国、台湾、香港等 

北米……………………アメリカ、カナダ 

欧州……………………ドイツ、イギリス、ロシア等 

その他…………………中南米、アフリカ、オセアニア等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

  

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,239 1,595 710 318 8,863

Ⅱ 連結売上高(百万円) 62,194

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.0 2.6 1.1 0.5 14.2

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,256 1,732 973 294 11,257

Ⅱ 連結売上高(百万円) 67,588

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

12.2 2.6 1.4 0.4 16.7

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,680 3,323 1,390 599 18,994

Ⅱ 連結売上高(百万円) 130,441

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.5 2.5 1.1 0.5 14.6



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間（当期）純利益金額 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額

260円79銭

１株当たり純資産額

271円34銭

１株当たり純資産額

271円75銭

１株当たり中間純利益金額

7円19銭

１株当たり中間純利益金額

7円41銭

１株当たり当期純利益金額

14円03銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載していない。

       同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載していない。

前中間連結会計期間末
(平成17年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年9月30日）

前連結会計年度末
（平成18年3月31日）

純資産の部の合計額(百万円) － 68,880 －

純資産の部の合計額から控除する
金額       (百万円）

－ 1,789 －

（うち少数株主持分）       （－）     (1,789)   （－）

普通株式に係る中間期末(期末）
の純資産額    （百万円）  

－ 67,090 －

1株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末(期末)の普通株式
の数       （千株）

－ 247,257 －

前中間連結会計期間
（自 平成17年4月1日
  至 平成17年9月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年4月1日
  至 平成18年9月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年4月1日
  至 平成18年3月31日）

中間（当期）純利益 （百万円） 1,777 1,832 3,470

普通株主に帰属しない金額     
          （百万円）

－ － －

普通株式に係る中間(当期)純利益  
          （百万円）

1,777 1,832 3,470

期中平均株式数   （千株） 247,345 247,279 247,326



(重要な後発事象) 

    

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

重要な資産の譲渡 
(1) 譲渡の内容 
  資産の効率化と財務体質の強化 
  を図るため、福島県郡山市に所 
  有する賃貸用商業施設について 
  みずほ信託銀行株式会社へ信託 
  （不動産管理処分信託）し、そ 
  の信託受益権を有限会社ケーエ 
  ムアセットに譲渡した。 
(2）信託受益権対象資産 
 ザ・モール郡山（福島県郡山市） 
    土地    47,544.83㎡  
    建物    61,888.85㎡ 
(3)譲渡価額等 
    帳簿価額  4,472百万円 
    譲渡価額  6,300百万円 
(4) 譲渡日 
  平成17年12月15日 
(5) 当該譲渡による損益に与える影 
  響額 
  当該譲渡に伴い、平成18年3月期
  の決算において約1,700百万円を
  特別利益として計上する予定で 
  ある。 

    ─────────   ─────────



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 8,089 9,644 9,456

 ２ 受取手形 ※６ 3,471 2,857 3,390

 ３ 売掛金 19,043 24,650 21,414

 ４ たな卸資産 18,698 18,181 17,443

 ５ 繰延税金資産 1,720 1,539 1,123

 ６ その他 ※４ 3,667 2,861 3,286

 ７ 貸倒引当金 △11 △7 △9

    流動資産合計 54,679 46.0 59,727 50.6 56,105 48.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物 13,233 9,719 9,772

  (2) 機械及び装置 7,211 7,178 6,823

  (3) 土地 16,390 15,081 15,004

  (4) その他 2,217 2,415 2,532

    有形固定資産合計 39,053 32.9 34,394 29.1 34,133 29.3

 ２ 無形固定資産 1,101 0.9 1,211 1.0 1,129 1.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 9,603 8,953 10,679

  (2) 関係会社株式 9,009 8,517 9,199

  (3) 長期貸付金 2,433 2,181 2,138

  (4) その他 3,447 3,556 3,554

  (5) 貸倒引当金 △437 △490 △348

    投資その他の資産合計 24,055 20.2 22,720 19.3 25,222 21.6

    固定資産合計 64,210 54.0 58,325 49.4 60,485 51.9

    資産合計 118,889 100.0 118,053 100.0 116,590 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※６ 1,041 1,573 1,013

 ２ 買掛金 8,982 11,354 9,121

 ３ 短期借入金 ※５ 8,032 6,432 5,232

 ４ 未払法人税等 635 161 1,540

 ５ 賞与引当金 1,230 1,110 1,050

 ６ 構造改善引当金 － 222 870 

 ７ その他 3,713 5,446 4,519

    流動負債合計 23,635 19.9 26,300 22.3 23,346 20.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 17,206 21,724 19,890

 ２ 繰延税金負債 1,320 － －

 ３ 退職給付引当金 10,894 9,801 10,491

 ４ 役員退職慰労引当金 95 148 126

 ５ 修繕引当金 1,336 448 1,479

 ６ 長期預り金 ※２ 5,264 890 892

 ７ その他 426 453 430

    固定負債合計 36,544 30.7 33,466 28.3 33,310 28.6

    負債合計 60,180 50.6 59,766 50.6 56,657 48.6



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 19,699 16.5 － － 19,699 16.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 19,029 － 19,029

 ２ その他資本剰余金 4,025 － 4,025

    資本剰余金合計 23,054 19.4 － － 23,054 19.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金 5,926 － 5,926

 ２ 中間(当期)未処分 
   利益

6,525 － 7,266

    利益剰余金合計 12,451 10.5 － － 13,193 11.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

3,559 3.0 － － 4,049 3.5

Ⅴ 自己株式 △ 55 △0.0 － － △ 64 △0.1

    資本合計 58,709 49.4 － － 59,932 51.4

    負債及び資本合計 118,889 100.0 － － 116,590 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 19,699 16.7 － －

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 19,029 －

  (2) その他資本剰余金 － 4,025 －

    資本剰余金合計 － － 23,054 19.5 － －

 ３ 利益剰余金

    その他利益剰余金

    固定資産圧縮 
    準備金

－ 3,189 －

    特別償却準備金 － 11 －

    固定資産圧縮 
    特別勘定準備金

－ 90 －

    別途積立金 － 3,000 －

    繰越利益剰余金 － 6,231 －

    利益剰余金合計 － － 12,523 10.6 － －

 ４ 自己株式 － － △ 77 △ 0.0 － －

    株主資本合計 － － 55,199 46.8 － －

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
    評価差額金

－
 

3,087 －

    評価・換算差額等 
    合計

－ － 3,087 2.6 － －

    純資産合計 － － 58,286 49.4 － －

    負債純資産合計 － － 118,053 100.0 － －



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 36,903 100.0 40,828 100.0 78,053 100.0

Ⅱ 売上原価 29,642 80.3 32,342 79.2 62,311 79.8

   売上総利益 7,260 19.7 8,486 20.8 15,742 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,342 17.2 5,804 14.2 12,725 16.3

   営業利益 917 2.5 2,681 6.6 3,016 3.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 35 55 82

 ２ 受取配当金 208 419 648

 ３ その他 ※１ 591 835 2.2 539 1,014 2.4 1,252 1,984 2.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 225 223 432

 ２ その他 ※２ 495 721 1.9 648 872 2.1 935 1,368 1.7

   経常利益 1,032 2.8 2,823 6.9 3,631 4.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 199 10 1,953

 ２ 投資有価証券売却益 － 614 908 

 ３ 貸倒引当金戻入益 － 199 0.5 － 625 1.5 89 2,950 3.8

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※４ 113 143 368

 ２ 固定資産減損損失 ※５ 766 39 1,353

 ３ たな卸資産整理損 45 39 839

 ４ 子会社株式評価損 348 － 348

 ５ 関係会社株式評価損 － 684 －

 ６ 構造改善特別損失 ※６ 196 2,092 2,182 

 ７ 貸倒引当金繰入額 － 88 －

 ８ その他 9 1,480 4.0 － 3,087 7.5 173 5,266 6.8

   税引前中間(当期) 
   純利益

－ － 361 0.9 1,316 1.7

   税引前中間純損失 249 △ 0.7 － － － －

   法人税、住民税及び 
   事業税

540 25 2,684

   過年度未払法人税等 
   戻入

△ 200 － △ 200

   法人税等調整額 △1,085 △745 △ 2.0 264 289 0.7 △ 2,405 78 0.1

   中間(当期)純利益 495 1.3 71 0.2 1,237 1.6

   前期繰越利益 6,029 － 6,029

   中間(当期)未処分 
   利益

6,525 － 7,266



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高（百万円） 19,699 19,029 4,025 23,054

中間会計期間中の変動額

平成18年６月定時株主総会にお 

ける利益処分による準備金の取崩
－ － － －

平成18年６月定時株主総会における

利益処分項目（注）
－ － － －

 中間純利益 － － － －

 自己株式の取得 － － － －

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）
－ － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

－ － － －

平成18年９月30日残高（百万円） 19,699 19,029 4,025 23,054

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産 

圧縮準備金

特別償却 

準備金

固定資産圧縮 

特別勘定準備金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 5,802 16 106 － 7,266 13,193

中間会計期間中の変動額

平成18年６月定時株主総会における

利益処分による準備金の取崩
△ 3,262 △ 5 △ 106 － 3,375 －

平成18年６月定時株主総会における

利益処分項目（注）
649 － 90 3,000 △ 4,482 △ 741

 中間純利益 － － － － 71 71

 自己株式の取得 － － － － － －

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）
－ － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△ 2,613 △ 5 △ 16 3,000 △ 1,034 △ 670

平成18年９月30日残高（百万円） 3,189 11 90 3,000 6,231 12,523

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） △ 64 55,882 4,049 4,049 59,932

中間会計期間中の変動額

平成18年６月定時株主総会における

利益処分による準備金の取崩
－ － － － －

平成18年６月定時株主総会における

利益処分項目（注）
－ △ 741 － － △ 741

 中間純利益 － 71 － － 71

 自己株式の取得 △ 13 △ 13 － － △ 13

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － △ 962 △ 962 △ 962

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△ 13 △ 683 △ 962 △ 962 △ 1,645

平成18年９月30日残高（百万円） △ 77 55,199 3,087 3,087 58,286



  

 
  

（注）平成18年6月定時株主総会における利益処分項目は次のとおりである。

利益処分額

1.配当金     741百万円

2.準備金等の積立   

  固定資産圧縮準備金       649百万円

  固定資産圧縮特別勘定準備金 90百万円

  別途積立金               3,000百万円

 合計 4,482百万円



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法に

よっている。

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

いる。(評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定してい

る。)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

子会社株式及び関連会社株式

…同左

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

いる。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定してい

る。)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

子会社株式及び関連会社株式

…同左

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基

づく時価法によってい

る。(評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定している。)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

によっている。

時価のないもの 

…同左

時価のないもの 

…同左

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

月別移動平均法による原価法

によっている。

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

同左

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

同左

(3) デリバティブ

時価法によっている。

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方

法

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法を採

用している。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。

建物

…５～50年

機械及び装置

…３～22年

２ 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方

法

同左

２ 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方

法

同左

(2) 無形固定資産の減価償却の方

法

定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

によっている。

(2) 無形固定資産の減価償却の方

法

同左

(2) 無形固定資産の減価償却の方

法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により計算

した金額を計上し、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上することにして

いる。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

している。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のう

ち、当事業年度負担額を計上し

ている。

―――――――― (3)構造改善引当金 

 事業構造改革に伴い、今後発

生が見込まれる費用について合

理的な見積額を計上している。

(3)構造改善引当金 

     同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用の

戻し処理している。 

 会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理している。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数(15年)による

定率法により計算した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理している。

(4) 退職給付引当金

    同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用の

戻し処理している。 

 会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理している。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数(15

年)による定率法により計算し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支

給額を計上している。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額

を計上している。

(6) 修繕引当金

製造設備の定期的修繕に備え

るため、前回の修繕費用を基準

として次回の修繕費用を見積

り、次回の改修までの期間に按

分して繰入れている。

(6) 修繕引当金

同左

(6) 修繕引当金

同左



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

・ ヘッジ会計の方法

当社は、金利スワップについ

て、特例処理の要件を満たして

いるので特例処理を採用してい

る。

６ ヘッジ会計の方法

・ ヘッジ会計の方法

    同左

６ ヘッジ会計の方法

・ ヘッジ会計の方法

    同左

・ ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

  ヘッジ対象…借入金利息

・ ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

・ ヘッジ手段とヘッジ対象

       同左

・ ヘッジ方針

主として当社の内部規定であ

る「市場リスク管理規定」に基

づき、相場変動リスクに晒され

る資産・負債に係るリスクを回

避する目的でデリバティブ取引

を利用する方針を採用してお

り、かつ運用資産・負債の限度

内でのデリバティブ取引を行っ

ている。

・ ヘッジ方針

同左

・ ヘッジ方針

    同左

・ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて、特例

処理を採用しているため、有効

性の評価を省略している。

・ ヘッジ有効性評価の方法

    同左

・ ヘッジ有効性評価の方法

    同左

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項
（1）消費税等の処理の方法

同左

７ その他財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の処理の方法

同左

―――――――― （2）税金費用の計算における諸
備金等の取り扱い
 中間会計期間に係る納付税額
及び法人税等調整額は、当期に
おいて予定している特別償却準
備金及び固定資産圧縮準備金の
積立て及び取崩しを前提とし
て、当中間会計期間に係る金額
を計算している。

――――――――



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

 （固定資産の減損に係る会計基準） （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10

月31日）を適用している。これ

により税引前中間純利益は766

百万円減少している。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直

接控除している。

─────────── 当事業年度から固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日）））及び

「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用している。これに

より営業利益、経常利益が95百

万円増加し、税引前当期純利益

が1,257百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接

控除している。

   

───────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

───────────

当中間会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月9日企業会

計基準第5号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用している。 

 なお、従来の「資本の部」の

合計に相当する金額は58,286百

万円である。 

 中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における

中間財務諸表は、改正後の中間

財務諸表等規則により作成して

いる。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償

却累計額

79,904百万円 78,469百万円 78,973百万円

※２ 担保資産

有形固定資産

このうち、土地1,391百万円及び

建物3,005百万円は、建物賃貸借

契約に基づく敷金及び保証金

4,372百万円の担保となってい

る。 

    

   ──────────   ──────────

 ３ 偶発債務 (1) 保証債務

  下記のとおり銀行借入等に対

し債務保証を行っている。

(1) 保証債務

  下記のとおり銀行借入等に対

し債務保証を行っている。

(1) 保証債務

  下記のとおり銀行借入等に対

し債務保証を行っている。

保証先
保証額
(百万円)

シュリロ貿易㈱ 3

従業員住宅資金 26

合計 30

保証先
保証額
(百万円)

シュリロ貿易㈱ 3

従業員住宅資金 13

合計 17

保証先
保証額
(百万円)

シュリロ貿易㈱ 3

従業員住宅資金 15

合計 19

(2) 保証予約債務

  下記のとおり銀行借入に対し

保証の予約を行っている。

(2) 保証予約債務

  下記のとおり銀行借入に対し

保証の予約を行っている。

(2) 保証予約債務

  下記のとおり銀行借入に対し

保証の予約を行っている。

保証先
保証
予約額
(百万円)

日東紡(中国)有限公司 
   （2,500千米ドル）

285

日東紡(中国)有限公司
(10,000千人民元)

142

ニットービバレッジ㈱ 59

合計 488

保証先
保証
予約額
(百万円)

日東紡(中国)有限公司
   （2,500千米ドル）

297

ニットービバレッジ㈱ 8

合計 305

保証先
保証
予約額
(百万円)

日東紡(中国)有限公司 
   （2,500千米ドル）

296

ニットービバレッジ㈱ 34

NITTOBO ASCO Glass Fiber
Co.,Ltd.

(100,816千台湾ドル)
364

合計 695

※４ 消費税等の取扱い 売上、仕入等に係る消費税等は相

殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示している。

売上、仕入等に係る消費税等は相

殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示している。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿

※５ 貸出コミットメント

契約

運転資金の効率的かつ機動的な調

達を行うため、主要取引金融機関

と貸出コミットメント契約を締結

している。 

当中間期末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は

次のとおりである。 

 貸出コミットメントの総額 

        15,000百万円 

  借入実行残高  2,500百万円   

 差引額        12,500百万円

運転資金の効率的かつ機動的な調

達を行うため、取引銀行5行と貸

出コミットメント契約を締結して

いる。 

当中間期末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は

次のとおりである。 

  貸出コミットメントの総額 

          10,000百万円 

  借入実行残高  2,500百万円 

  差引額     7,500百万円

運転資金の効率的かつ機動的な調

達を行うため、取引銀行5行と貸

出コミットメント契約を締結して

いる。 

当期末における貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次の

とおりである。 

  貸出コミットメントの総額 

         10,000百万円 

  借入実行残高   500百万円 

  差引額     9,500百万円

※６ ──────── 中間会計期間末日の満期手形の会

計処理については手形交換日をも

って決済処理している。 

なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であった為、当中間

会計期間末日の残高に以下の金額

が含まれている。 

 受取手形     445百万円 

 支払手形     300百万円

  ─────────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のその他の主要項

目は土地他賃貸料199百万円で

ある。

※１ 営業外収益のその他の主要項

目は土地他賃貸料234百万円で

ある。

※１ 営業外収益のその他の主要項

目は土地他賃貸料448百万円、

為替差益250百万円である。

※２ 営業外費用その他の主要項目

は退職給付会計基準変更時差異

償却額191百万円である。

※２ 営業外費用その他の主要項目

は退職給付会計基準変更時差異

償却額191百万円である。

※２ 営業外費用その他の主要項目

は退職給付会計基準変更時差異

償却額383百万円である。

※３ 建物の売却益10百万円、土地

の売却益188百万円である。

※３ 機械及び装置の売却益10百万

円である。

※３ 機械他の売却益39百万円、土

地の売却益1,810百万円、建

物・構築物の売却益102百万円

である。

※４ 建物の廃棄損30百万円、機械

及び装置の廃棄損72百万円、並

びにその他の有形固定資産廃棄

損9百万円等である。

※４ 建物の廃棄損32百万円、機械

及び装置の廃棄損103百万円、

並びにその他の有形固定資産廃

棄損6百万円である。

※４ 建物及び構築物廃棄損166百

万円、機械及び装置廃棄損

178百万円、工具・器具及び備

品等廃棄損21百万円他である。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※５ 固定資産減損損失

   当中間会計期間において当社

は以下の資産について減損損失

を計上した。

※５ 固定資産減損損失

   当中間会計期間において当社

は以下の資産について減損損失

を計上した。  

※５ 固定資産減損損失

   当事業年度において当社は以

下の資産について減損損失を計

上した。

 

場所 用途 種類

金額

(百万

円）

福島県郡山市
事業用資産

機械及び装

置 他
  356

福島県福島市
遊休資産

土地・建物 

他
  119

兵庫県伊丹市
遊休資産

機械及び装置 

他
119

福 島 県 郡 山 市

他 遊休資産 土地 他 171

合計 766

 

場所 用途 種類

金額

(百万

円）

福島県福島市 遊休資産 

 
建設仮勘定 39 

和歌山県有田郡
遊休資産

建物・機械装

置他
305

※

合計 344

※ 和歌山工場の設備に係る減損損

失額305百万円については事業

構造改善の一環による損失とし

て「構造改善特別損失」に含め

て表示している。

 

場所 用途 種類

金額

(百万

円）

和歌山県有田郡
事業用資産

建物・機械 

装置 他
587 

 

福島県郡山市
事業用資産 機械装置 他 385

兵庫県伊丹市
遊休資産 機械装置 他 119

福島県福島市
遊休資産 建物 他 119

福島県郡山市 他
遊休資産

建物・土地 

他
140

合計 1,353

   当社は、減損損失の算定にあ

たって、資産を事業用資産、賃

貸資産、遊休資産、共用資産に

分類し、事業用資産については

管理会計上の区分に基づき、賃

貸資産及び遊休資産については

物件毎に資産のグルーピングを

行っている。 

 事業用資産では建材製造設備

の一部について、営業活動から

生じる損益が継続してマイナス

であり、早期の黒字化が困難と

予想されるため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額した。 

 なお、回収可能価額は使用価

値により測定しているが、将来

キャッシュ・フローがマイナス

のため、割引計算は行っていな

い。 

 遊休資産については今後の使

用見込みがたたないため帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。なお、回収可能価額は主に

路線価を基にした正味売却価額

により測定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

312百万円、機械及び装置363百

万円、土地56百万円その他34百

万円である。

   当社は、減損損失の算定にあ

たって、資産を事業用資産、賃

貸資産、遊休資産、共用資産に

分類し、事業用資産については

管理会計上の区分に基づき、賃

貸資産及び遊休資産については

物件毎に資産のグルーピングを

行っている。 

 主なものとして、福島工場に

おけるグラスファイバー製造設

備の一部及び和歌山工場におけ

る設備について、用途変更に伴

い遊休資産となり、今後の使用

見込みがたたないため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。回収可能価額は主に譲渡契

約による正味売却価額により測

定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

及び構築物191百万円、機械装

置及び運搬具113百万円、建設

仮勘定39百万円及びその他0百

万円である。

   当社は、減損損失の算定にあ

たって、資産を事業用資産、賃

貸資産、遊休資産、共用資産に

分類し、事業用資産については

管理会計上の区分に基づき、賃

貸資産及び遊休資産については

物件毎に資産のグルーピングを

行なっている。 

 事業用資産では建材製造設備

の一部について、帳簿価額を回

収可能額までに減額した。な

お、回収可能価額は正味売却価

額により測定している。 

 遊休資産については今後の使

用見込みがたたないため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し

た。なお、回収可能価額は主に

路線価を基にした正味売却価額

により測定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

及び構築物673百万円、機械装

置及び運搬具589百万円、土地

56百万円及びその他34百万円で

ある。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※６ 構造改善特別損失について 

 当社の新潟工場をニットーボ

ー新潟㈱として会社分割するこ

とに伴う、転籍者他への転籍一

時金等の費用である。

 

※６ 構造改善特別損失について 

 市場変動や競争条件の変化に

柔軟に対応できる事業構造への

転換を図るための構造改革に伴

う退職加算金等である。当中間

会計期間の構造改善特別損失

2,092百万円の内訳は以下の通

りである。

内容 項目
金額

(百万円）

和歌山工場関係

固定資産減損損失 305 

解体費見積額       127

その他        27

伊丹生産センタ

ー関係

臨時償却費 104

解体費見積額 95

固定資産処分損 61

一般社員早期退職特別措置に係る特

別加算金等
887

希望退職・転籍措置に係る転籍一時

金
483

合計 2,092

   なお、上記のうち、解体費見

積額222百万円は、構造改善引

当金繰入額である。

※６ 構造改善特別損失について 

市場変動や競争条件の変化に柔

軟に対応できる事業構造への転

換を図るための構造改革に伴う

退職加算金等である。当該損失

には、構造改善引当金繰入額

870百万円を含んでいる。

 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 1,326百万円

無形固定資産 35百万円

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 1,334百万円

(うち臨時償却費 104百万円)

無形固定資産 40百万円
 

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 2,676百万円

無形固定資産 73百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

１ 自己株式の種類及び総数 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  36千株 

  

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 383 36 － 419



(リース取引関係) 

  

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１ リース物件(有形固定資産)の

取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高

相当額

１ リース物件(有形固定資産)の

取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高

相当額

１ リース物件(有形固定資産)の

取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当

額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

そ の
他

366 193 172

合計 366 193 172

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

そ の
他

273 161 111

合計 273 161 111

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

そ の
他

324 196 127

合計 324 196 127

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 71百万円

１年超 105百万円

合計 176百万円

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 54百万円

１年超 59百万円

合計 114百万円

２ 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 60百万円

１年超 70百万円

合計 130百万円

３ 当中間期の支払リース料、減

価償却費相当額及び支払利息

相当額

百万円

支払リース料 41

減価償却費相当
額

39

支払利息相当額 2

３ 当中間期の支払リース料、減

価償却費相当額及び支払利息

相当額

百万円

支払リース料 32

減価償却費相当
額

30

支払利息相当額 1

３ 当期の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当

額

           百万円

支払リース料 76

減価償却費相当
額

72

支払利息相当額 3

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっている。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 当中間会計期間において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

Ⅱ 当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 当中間会計期間において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

Ⅲ 前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 当事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

重要な会社分割     ――――――――     ――――――――

平成17年9月13日の当社取締役

会において、当社は平成17年10

月1日を期して、当社の新潟工

場における紡績糸製造事業を会

社分割し、新設するニットーボ

ー新潟㈱に承継することを決定

した。 

(1)会社分割の目的 

 新潟工場におけるCSY糸（ス

トレッチ素材）を中心とした紡

績糸の製造部門を独立会社とす

ることにより、迅速な意思決定

のもと機動的かつ効率的な事業

運営を図ることを目的としてい

る。同時に新設会社は、特殊高

付加価値品の製造に特化したコ

ンパクトな事業運営体制をと

り、生産面から繊維事業の競争

力向上を目指すものである。 

(2)分割する事業の内容 

特殊ストレッチ糸を中心 

 とした紡績糸の製造 

(3)譲渡資産及び譲渡負債 

 譲渡資産 

  流動資産 140百万円 

 譲渡負債 

       － 百万円 

(4)新会社の内容 

 名称  ニットーボー新潟㈱ 

 資本金 50百万円 

 設立日 平成17年10月1日



 
  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

重要な資産の譲渡    ─────────    ─────────

(1) 譲渡の内容 

  資産の効率化と財務体質の 

  強化を図るため、福島県郡 

  山市に所有する賃貸用商業 

  施設についてみずほ信託銀 

  行株式会社へ信託（不動産 

  管理処分信託）し、その信 

  託受益権を有限会社ケーエ 

  ムアセットに譲渡した。 

(2）信託受益権対象資産 

  ザ・モール郡山（福島県郡 

  山市） 

  土地    47,544.83㎡  

  建物    61,888.85㎡ 

(3)譲渡価額等 

  帳簿価額  4,472百万円 

  譲渡価額  6,300百万円 

(4) 譲渡日 

  平成17年12月15日 

(5) 当該譲渡による損益に与え 

  る影響額 

  当該譲渡に伴い、平成18年3

  月期の決算において約1,700

  百万円を特別利益として計 

  上する予定である。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第145期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年6月29日関東財務局長に提

出 

  

  



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間

から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸

表を作成している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   青   木    良    夫   ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   大   髙   俊   幸   ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   青   木    良    夫   ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   大   髙   俊   幸   ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第145期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日東紡績株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。  

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   青   木   良   夫   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   大   髙    俊    幸   ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出 

 会社）が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第146期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日東紡績株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   青   木   良   夫   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   大   髙    俊    幸   ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出 

 会社）が別途保管している。
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